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（百万円未満切捨て）

１．平成19年９月中間期の連結業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）連結経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 67,616 14.6 2,109 6.3 2,181 5.3 1,271 39.3

18年９月中間期 58,986 4.6 1,985 △7.8 2,071 △7.9 913 △27.2

19年３月期 132,658 － 4,923 － 5,112 － 2,416 －

１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益

円 銭 円 銭

19年９月中間期 62.87 62.70

18年９月中間期 44.98 44.94

19年３月期 119.22 119.18

（参考）持分法投資損益 19年９月中間期 －百万円 18年９月中間期 －百万円 19年３月期 －百万円

(2）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 88,377 39,986 45.2 1,976.04

18年９月中間期 75,391 38,123 50.6 1,877.33

19年３月期 85,296 39,226 46.0 1,939.55

（参考）自己資本 19年９月中間期 39,986百万円 18年９月中間期 38,123百万円 19年３月期 39,226百万円

(3）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年９月中間期 △957 △1,743 2,417 1,768

18年９月中間期 7,189 △3,931 △1,990 2,154

19年３月期 6,800 △4,929 △705 2,052

２．配当の状況

１株当たり配当金

（基準日） 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

19年３月期 － 15.00 － 20.00 35.00

20年３月期 － 15.00 － －

20年３月期（予想） － － － 20.00 35.00

３．平成20年３月期の連結業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 136,789 3.1 4,749 △3.5 4,882 △4.5 2,783 15.2 137.53
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４．その他

(1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　無

(2）中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基本とな

る重要な事項の変更に記載されるもの）

①　会計基準等の改正に伴う変更　有

②　①以外の変更　　　　　　　　無

（注）詳細は、15ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。

(3）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年９月中間期 20,782,725株 18年９月中間期 20,782,725株 19年３月期 20,782,725株

②　期末自己株式数 19年９月中間期 547,287株 18年９月中間期 475,630株 19年３月期 558,102株

（注）１株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、24ページ「１株当たり情報」

をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

１．平成19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日）

(1）個別経営成績 （％表示は対前年中間期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年９月中間期 67,553 14.5 1,959 5.3 2,080 4.0 1,231 37.5

18年９月中間期 58,999 4.3 1,861 △1.3 2,000 △1.7 895 △22.4

19年３月期 132,548 － 4,674 － 4,912 － 2,329 －

１株当たり中間
（当期）純利益

円 銭

19年９月中間期 60.87

18年９月中間期 44.12

19年３月期 114.92

(2）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

19年９月中間期 87,488 39,176 44.8 1,936.02

18年９月中間期 74,649 37,423 50.1 1,842.89

19年３月期 84,394 38,457 45.6 1,901.52

（参考）自己資本 19年９月中間期 39,176百万円 18年９月中間期 37,423百万円 19年３月期 38,457百万円

２．平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 136,779 3.2 4,516 △3.4 4,703 △4.3 2,681 15.1 132.49

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々

な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

  当中間期のわが国経済は、原油価格や原材料価格高騰による懸念材料を抱えながらも設備投資は底堅く、企業部門

の収益は引き続き好調であり、国内景気は全体として概ね堅調に推移しました。

  当鉄鋼流通業界におきましては、民間設備投資が堅調に推移するなかで、販売数量は比較的順調に増加傾向となり

ましたが、大型案件が主流となったことから収益率が低下し、かつ原材料価格の高騰を背景としたメーカーからの仕

入価格の上昇スピードに流通サイドとして価格転嫁がスムーズに行い難い状況となったことから販売力・財務力など

の差異により企業間格差は拡大傾向となりました。さらに６月20日改正建築基準法の施行により新規建築着工案件が

急減しており、新規引き合いの減少や在庫出荷数量の減少により流通在庫が増加傾向になるなど今後の市場、市況動

向に対する懸念材料が発生しております。

　このような状況のもと、当社グループは従来からの基本戦略である「販売エリアの拡大」と「販売シェア向上」に

積極的に取り組み、かつ、仕入面においても、国内外にこだわらず臨機応変に対応し、仕入価格の低減をはかること

による収益の向上と市場の動向に左右されにくい強固な営業体制の確立を推進してまいりました。

　東日本エリアにおいては大型ストックヤードである東京支店浦安センターの在庫を有効活用し、東京支店・仙台営

業所・八戸営業所による新規顧客の開拓ならびに既存顧客への販売シェアの拡大を行い業績は順調に推移しました。

  また、平成19年９月に仙台にて大型ストックヤードが完成し、今後は浦安センターとの連携によりさらに東日本エ

リアにおける販売拡大と価格・納期対応をはじめとする顧客サービスの向上を図ってまいります。

　西日本エリアにおいては九州新幹線関連工事や高層化・大型化傾向にあるマンション、大型ショッピングモール等

の建設が相次ぎ、鉄鋼商品・建材商品の販売ならびに工事請負事業が順調に推移しました。また、平成19年７月に当

社最大の在庫保有能力と切断加工能力を合わせ持つ大型マザーヤードとして福岡支店が移転新築し、今後沖縄を含む

九州一円において大きな役割を果たし販売シェア向上を目指してまいります。

　このような積極的な営業展開により、売上高676億16百万円(前期比14.6％増)、営業利益21億９百万円(前期比6.3％

増)と増収増益となりました。

　営業外収支におきましても、今後のエリア展開における設備投資資金および福岡・仙台における設備投資のために

調達した短期借入金の返済に充当するため2011年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債を発行したことによる発行

費用が発生したものの、資金の効率化をはかることにより、経常利益は21億81百万円(前期比5.3％増)となりまし

た。

　その結果、中間純利益は12億71百万円(前期比39.3％増)となりました。

（セグメント別業績)

　事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　  　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　売 上 高　　　　　　　　　　営業利益　　　    　　

【鉄鋼・建材商品販売事業】 57,157百万円(前期比14.3％増) 1,772百万円(前期比 10.2％増)

【工事請負事業】　　　　　 10,104百万円(前期比17.2％増) 　245百万円(前期比 13.7％減)

【不動産賃貸等事業】          371百万円(前期比 2.0％減)   218百万円(前期比  6.9％減)

　  　 　計　　　   　　　 67,634百万円(前期比14.6％増) 2,236百万円(前期比  5.1％増)

　  消去又は全社　         　△18百万円(前期比 ±0％  ) △127百万円(前期比 11.2％減)

　  　連　  結　　         67,616百万円(前期比14.6％増) 2,109百万円(前期比  6.3％増)

(2）財政状態に関する分析

 ①総資産、負債および純資産の状況  

（総資産の部）　　　

　　　売上増加に伴い、たな卸資産等の増加により、流動資産は前連結会計年度末に比べて10億53百万円増加して657

億96百万円となりました。また、福岡支店および仙台営業所の新築移転により固定資産は前連結会計年度末に比

べて20億28百万円増加して225億80百万円となりました。　　

 　　この結果、当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べて30億81百万円増加して883億

    77百万円となりました。

（負債の部）　　　

　　　仕入増加の中、仕入債務が減少したほか短期借入金の減少等で、流動負債は前連結会計年度末に比べて26億97

百万円減少して422億88百万円となりました。　　

　　　この結果、当中間連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて23億22百万円増加して483

    億91百万円となりました。

　　　また、社債の発行によって固定負債が前連結会計年度末に比べて50億20百万円増加して61億３百万円となりま

した。
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（純資産の部）

　　　純資産は、主に利益剰余金の増加等により当中間連結会計期間末における純資産合計が、前連結会計年度末に

    比べて７億59百万円増加して399億86百万円となりました。

②キャッシュ・フローの状況　　　

　　　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の減少およびたな卸

資産の増加、仕入債務の減少ならびに有形固定資産の取得による支出、また、社債の発行に伴なって短期借入金

が減少したことなどにより、前中間連結会計期間末に比べ３億85百万円減少し、当中間連結会計期間末は17億68

百万円となりました。　　　　

　　　当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動の結果使用した資金は９億57百万円（前中間連結会計期間は71億89百万円の獲得）となりました。

　これは主に、売上債権の減少および在庫数量の買増によるたな卸資産の増加ならびに仕入債務の減少によるもので

　あります。　

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動の結果使用した資金は17億43百万円（前中間連結会計期間は39億31百万円）となりました。

　これは主に、有形固定資産の取得によるものであります。　

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　　財務活動の結果得られた資金は24億17百万円（前中間連結会計期間は19億90百万円の使用）となりました。　　

これは主に、社債の発行によるものであります。

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期
平成19年９月

中間期

自己資本比率（％） 54.7 48.4 53.7 46.0 45.2

時価ベースの自己資本比率

（％）
0.3 0.5 0.5 0.4 0.4

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年）
－ － 1.4 0.6 －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
－ － 194.4 522.8 －

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

（中間期については、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため２倍しております。）

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。

（注４）有利子負債は連結（中間連結）貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象

としております。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当

 当社は、経営環境がめまぐるしく変化するなかで、財務体質の強化による信用力の向上をはかってまいりました　

が、今後につきましても内部留保の充実による企業体質の強化をはかりつつ、安定かつ高い水準の利益還元を継続　

的に行うことを基本方針とし、株主配当は配当性向30％を目安としております。

　当期につきましては、中間期の業績と今後の業績予想と経済環境を勘案し上記の方針に基づき前期に引き続き１株

につき15円の中間配当をはじめ、期末配当金を１株につき当面20円実施する予定としており、この結果、通期におき

ましては１株につき35円配当となる見込みであります。

　また、内部留保金につきましては、物流システムの効率化をはかるためストックヤード建設費や新しい拠点施設の

整備のためにあてるほか、今後の景気動向に柔軟に対処し、利益の向上をはかれる体制づくりなどに有効に利用し、

結果として株主の方々へのさらなる利益還元を積極的に行ってまいります。
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２．企業集団の状況
最近の有価証券報告書(平成19年６月25日提出）における「事業系統図（事業の内容）」および「関係会社の状況」

から重要な変更がないため開示を省略しております。

 

３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

 平成19年３月期中間決算短信（平成18年11月13日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省

略しております。

　当該中間決算短信は、次のURLからご覧いただくことができます。

　(当社ホームページ）

http://www.onoken.co.jp/jp/ir/pdf_kt/58tyukan_tan_renketu.pdf

 （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html

 

(2）目標とする経営指標

 平成19年３月期中間決算短信（平成18年11月13日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省

略しております。

　当該中間決算短信は、次のURLからご覧いただくことができます。

　(当社ホームページ）

http://www.onoken.co.jp/jp/ir/pdf_kt/58tyukan_tan_renketu.pdf

 （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html

 

(3）中長期的な会社の経営戦略

 平成19年３月期中間決算短信（平成18年11月13日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省

略しております。

　当該中間決算短信は、次のURLからご覧いただくことができます。

　(当社ホームページ）

http://www.onoken.co.jp/jp/ir/pdf_kt/58tyukan_tan_renketu.pdf

 （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html

 

(4）会社の対処すべき課題

 平成19年３月期決算短信（平成19年５月10日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略し

ております。

　当該中間決算短信は、次のURLからご覧いただくことができます。

　(当社ホームページ）

http://www.onoken.co.jp/jp/ir/pdf_kt/58tyukan_tan_renketu.pdf

 （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html
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４．中間連結財務諸表
(1) 中間連結貸借対照表

  
前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※２  2,266   1,880   2,164  

２．受取手形及び売掛
金

※６  43,467   49,588   52,923  

３．たな卸資産   7,633   11,657   8,653  

４．その他   2,369   2,889   1,199  

貸倒引当金   △214   △219   △197  

流動資産合計   55,523 73.6  65,796 74.4  64,743 75.9

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1) 建物及び構築物 ※２ 4,139   6,179   4,010   

(2) 土地 ※２ 12,850   13,129   12,806   

(3) その他  191 17,181 22.8 492 19,802 22.4 908 17,725 20.8

２．無形固定資産   91 0.1  71 0.1  79 0.1

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２ 1,437   1,264   1,464   

(2) その他  2,250   2,746   2,524   

貸倒引当金  △1,092 2,595 3.5 △1,303 2,707 3.1 △1,241 2,747 3.2

固定資産合計   19,868 26.4  22,580 25.6  20,552 24.1

資産合計   75,391 100.0  88,377 100.0  85,296 100.0
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前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．支払手形及び買掛
金

※２  29,716   35,942   37,729  

２．短期借入金 ※２  2,300   1,800   4,000  

３．未払法人税等   1,055   1,063   1,399  

４．賞与引当金   302   311   162  

５．役賞与引当金   19   18   37  

６．その他   2,798   3,152   1,657  

流動負債合計   36,192 48.0  42,288 47.9  44,986 52.7

Ⅱ　固定負債           

１．社債   －   5,024   －  

２．退職給付引当金   532   496   516  

３．役員退職慰労引当
金

  242   262   257  

４．長期預り金 ※２  300   318   308  

固定負債合計   1,076 1.4  6,103 6.9  1,082 1.3

負債合計   37,268 49.4  48,391 54.8  46,069 54.0

           

（純資産の部）  

Ⅰ　株主資本        

１　資本金  3,358 4.4 3,358 3.8  3,358 3.9

２　資本剰余金  3,072 4.1 3,077 3.5  3,072 3.6

３　利益剰余金  31,804 42.2 33,869 38.3  33,002 38.7

４　自己株式  △538 △0.7 △634 △0.7  △647 △0.7

株主資本合計  37,697 50.0 39,670 44.9  38,786 45.5

Ⅱ　評価・換算差額等         

１　その他有価証券評価
差額金

 416 0.6 314 0.3  437 0.5

２　繰延ヘッジ損益  8 0.0 1 0.0  2 0.0

評価・換算差額等合計  425 0.6 315 0.3  440 0.5

純資産合計  38,123 50.6 39,986 45.2  39,226 46.0

負債純資産合計  75,391 100.0 88,377 100.0  85,296 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

  
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   58,986 100.0  67,616 100.0  132,658 100.0

Ⅱ　売上原価   54,598 92.6  62,811 92.9  123,113 92.8

売上総利益   4,387 7.4  4,804 7.1  9,544 7.2

Ⅲ　延払未実現利益調整           

延払売上利益戻入高  0 0 0.0 0 0 0.0 1 1 0.0

差引売上総利益   4,388 7.4  4,805 7.1  9,545 7.2

Ⅳ　販売費及び一般管理
費

※１  2,402 4.1  2,695 4.0  4,622 3.5

営業利益   1,985 3.3  2,109 3.1  4,923 3.7

Ⅴ　営業外収益           

１．受取利息  0   1   2   

２．受取配当金  15   16   20   

３．為替差益  0   －   0   

４．仕入割引  33   49   77   

５．受取社宅家賃  19   21   39   

６．雑収入  26 95 0.2 47 136 0.2 76 216 0.2

Ⅵ　営業外費用           

１．支払利息  4   27   13   

２．売上割引  4   7   12   

３．社債発行費  －   19   －   

４．為替差損  －   0   －   

５．雑損失  0 9 0.0 9 64 0.1 1 26 0.0

経常利益   2,071 3.5  2,181 3.2  5,112 3.9

Ⅶ　特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ －   0   0   

２．貸倒引当金戻入  556 556 0.9 － 0 0.0 341 341 0.2

Ⅷ　特別損失           

１．減損損失 ※４ 1,055   －   1,272   

２．固定資産売却損 ※３ －   －   3   

３．固定資産除却損 ※５ 1   3   1   

４．投資有価証券評価
損

 － 1,056 1.8 1 5 0.0 13 1,291 1.0

税金等調整前中間
（当期）純利益

  1,571 2.6  2,176 3.2  4,162 3.1

法人税、住民税及
び事業税

 1,038   1,040   2,166   

法人税等調整額  △380 658 1.1 △136 904 1.3 △420 1,745 1.3

中間（当期）純利
益

  913 1.5  1,271 1.9  2,416 1.8
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

 株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高
（百万円）　
　

3,301 3,015 31,333 △538 37,112

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 57 57   114

剰余金の配当（注）   △404  △404

役員賞与（注）   △37  △37

中間純利益   913  913

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合
計　　　　　　　　（百万円）

57 57 471 △0 585

平成18年９月30日残高
（百万円）

3,358 3,072 31,804 △538 37,697

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
（百万円）　
　　

555 － 555 1 37,668

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行     114

剰余金の配当（注）     △404

役員賞与（注）     △37

中間純利益     913

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純額）

△138 8 △129 △1 △131

中間連結会計期間中の変動額合
計　　　　　　　　（百万円)

△138 8 △129 △1 454

平成18年９月30日残高
（百万円）

416 8 425 － 38,123

（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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当中間連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

 株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高
（百万円）
　　

3,358 3,072 33,002 △647 38,786

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当   △404  △404

中間純利益   1,271  1,271

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  4  12 17

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純額）

     

中間連結会計期間中の変動額合
計　　　　　　　　（百万円）

 4 867 12 884

平成19年９月30日残高
（百万円）

3,358 3,077 33,869 △634 39,670

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高
（百万円）
　　　

437 2 440 39,226

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当   － △404

中間純利益   － 1,271

自己株式の取得   － △0

自己株式の処分   － 17

株主資本以外の項目の中間連
結会計期間中の変動額（純額）

△123 △1 △125 △125

中間連結会計期間中の変動額合
計　 　　　　　　 （百万円)

△123 △1 △125 759

平成19年９月30日残高
（百万円）

314 1 315 39,986
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日　残高　　　
                  （百万円）

3,301 3,015 31,333 △538 37,112

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 57 57   114

剰余金の配当（注）   △404  △404

剰余金の配当   △304  △304

役員賞与（注）   △37  △37

当期純利益   2,416  2,416

自己株式の取得    △111 △111

自己株式の処分   △1 2 1

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

     

連結会計年度中の変動額合計　 
　　　
                  （百万円）

57 57 1,669 △109 1,674

平成19年３月31日　残高　 　　
　
                  （百万円）

3,358 3,072 33,002 △647 38,786

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日　残高　　　
                  （百万円）

555 － 555 1 37,668

連結会計年度中の変動額

新株の発行   －  114

剰余金の配当（注）   －  △404

剰余金の配当   －  △304

役員賞与（注）   －  △37

当期純利益   －  2,416

自己株式の取得   －  △111

自己株式の処分   －  1

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額（純額）

△117 2 △114 △1 △116

連結会計年度中の変動額合計　
　　
                  （百万円）

△117 2 △114 △1 1,557

平成19年３月31日　残高　 　　
　
                  （百万円）

437 2 440 － 39,226

（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

  
前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

    

税金等調整前中間（当
期）純利益

 1,571 2,176 4,162

減価償却費  153 189 302

無形固定資産償却額  11 11 23

長期前払費用償却額  0 0 0

賞与引当金の増加額  145 148 5

役員賞与引当金の増減
額（△減少額）

 19 △18 37

退職給付引当金の増減
額（△減少額）

 19 △19 3

役員退職慰労引当金の
増加額

 14 5 28

貸倒引当金の増減額
（△減少額）

 △587 84 △455

受取利息及び受取配当
金

 △15 △18 △22

社債発行費  － 19 －

投資有価証券評価損  － 1 13

出資金評価損  － － 0

支払利息  4 27 13

有形固定資産売却益  － △0 △0

有形固定資産売却損  － － 3

有形固定資産除却損  1 3 1

減損損失  1,055 － 1,272

売上債権の増減額（△
増加額）

 △910 4,373 △11,691

たな卸資産の増減額
（△増加額）

 2,138 △3,004 1,118

その他流動資産の増減
額（△増加額）

 227 △243 291

仕入債務の増減額（△
減少額）

 3,481 △3,197 12,561

未払消費税等の減少額  △154 △128 △182

その他流動負債の増加
額

 132 10 210

その他固定負債の増減
額（△減少額）

 △0 9 7
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役員賞与の支払額  △37 － △37

小計  7,270 433 7,669

利息及び配当金の受取
額

 15 18 22

利息の支払額  △4 △26 △13

法人税等の支払額  △92 △1,381 △878

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 7,189 △957 6,800

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

    

定期預金の預入による
支出

 △3 △0 △3

有形固定資産の取得に
よる支出

 △3,914 △1,751 △4,853

有形固定資産の売却に
よる収入

 － 1 13

投資有価証券の取得に
よる支出

 △2 △12 △5

無形固定資産の取得に
よる支出

 △6 △1 △6

出資金の出資による支
出

 － △0 －

従業員長期貸付金の増
減額（△増加額）

 △3 9 △8

その他投資の増減額
（△増加額）

 △1 9 △67

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 △3,931 △1,743 △4,929
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前中間連結会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

    

短期借入金の減少額  △1,700 △2,200 －

社債の発行による収入  － 5,005 －

株式の発行による収入  114 － 114

自己株式の取得による
支出

 △0 △0 △111

ストックオプションの
行使による収入

 － 17 1

配当金の支払額  △404 △404 △709

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 △1,990 2,417 △705

Ⅳ　現金及び現金同等物の増
減額（△減少額）

 1,267 △283 1,164

Ⅴ　現金及び現金同等物の期
首残高

 887 2,052 887

Ⅵ　現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高

 2,154 1,768 2,052
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社は、西日本スチール

センター株式会社１社であります。

(1)　　　　　同左 (1)　　　　　同左

 (2）非連結子会社は、有限会社ブラ

イトの１社であります。

　有限会社ブライトは、小規模会

社であり、総資産、売上高、中間

純損益および利益剰余金等は、い

ずれも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりませんので、

連結の範囲から除外しております。

(2)　　　　　同左 (2）非連結子会社は、有限会社ブラ

イトの１社であります。

　有限会社ブライトは、小規模会

社であり、総資産、売上高、当期

純損益および利益剰余金等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしておりませんので、連結

の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事

項

(1）持分法を適用した非連結子会社

はありません。

(1)　　　　　同左 (1)　　　　　同左

 (2) 持分法を適用しない非連結子会

社の名称

有限会社ブライト

(2) 持分法を適用しない非連結子会

社の名称

　　　　 同左

(2) 持分法を適用しない非連結子会

社の名称

同左

 持分法を適用しない理由

　有限会社ブライトは、中間

純損益および利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、持

分法の適用から除外しており

ます。

持分法を適用しない理由

同左

持分法を適用しない理由

　有限会社ブライトは、当期

純損益および利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、持

分法の適用範囲から除外して

おります。

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項

　連結子会社の中間決算日は、中間

連結決算日と一致しております。

同左 　連結子会社の決算日は、連結決算

日と一致しております。

４．会計処理基準に関する事

項

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法

①有価証券

  その他有価証券

時価のあるもの

　中間連結会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しております。

①有価証券

  その他有価証券

時価のあるもの

同左

①有価証券

  その他有価証券

時価のあるもの

連結会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

 時価のないもの

　移動平均法による原価法を採

用しております。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 ②たな卸資産

　商品

　移動平均法による原価法を採用

しております。

②たな卸資産

　商品

同左

②たな卸資産

　商品

同左
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前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法

①有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備は除

く）については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

①有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備は除

く）については、定額法を採用して

おります。

 なお、主な耐用年数は、以下の

通りであります。

①有形固定資産

　定率法によっております。

　ただし、平成10年４月１日以降

取得した建物（建物附属設備は除

く）については、定額法を採用して

おります。

 なお、主な耐用年数は、以下の

通りであります。

 　建物及び構築物　　　10～47年

　その他（機械装置及び運搬具）

6～12年

　その他（器具備品）　 4～10年

　建物及び構築物　　　10～47年

　その他（機械装置及び運搬具）

6～12年

　その他（器具備品）　 4～10年

　建物及び構築物　　　10～47年

　その他（機械装置及び運搬具）

6～12年

　その他（器具備品）　 4～10年

  

 

 

 

（会計方針の変更） 

 当社および国内連結子会社は、

法人税法の改正に伴い、当中間連

結会計期間より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づ

く減価償却の方法に変更しており

ます。

 これにより営業利益、経常利益

および税金等調整前中間純利益は、

それぞれ７百万円減少しておりま

す。

（追加情報） 

 当社および国内連結子会社は、

法人税法改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年

度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、

減価償却費に含めて計上しており

ます。

 これにより営業利益、経常利益

および税金等調整前中間純利益が

それぞれ４百万円減少しておりま

す。

 

 ②無形固定資産

　定額法によっております。

　なお、償却年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。また、自社利用の

ソフトウェアについては社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいて

おります。

②無形固定資産

同左

②無形固定資産

同左

 ③長期前払費用

　定額法によっております。

　なお、償却期間については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

③長期前払費用

同左

③長期前払費用

同左
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前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(3）重要な引当金の計上基

準

①貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権および破産

更生債権等については、財務内容評

価法によっております。

①貸倒引当金

同左

①貸倒引当金

同左

 ②賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、

賞与支給見込額に基づき計上してお

ります。

②賞与引当金

同左

②賞与引当金

同左

③役員賞与引当金

　当社は役員賞与の支出に備えて、

当連結会計年度における支給見込額

の当中間連結会計期間負担額を計上

しております。

③役員賞与引当金

同左

③役員賞与引当金

　当社は役員賞与の支出に備えて、

当連結会計年度における支給見込額

の当連結会計期間負担額を計上して

おります。

 ④退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末において

発生していると認められる額を計上

しております。

数理計算上の差異については、発

生年度の翌連結会計年度に一括費用

処理することとしております。

④退職給付引当金

同左

④退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務および年金資産の見込額に基づ

き計上しております。

数理計算上の差異については、発

生年度の翌連結会計年度に一括費用

処理することとしております。

 ⑤役員退職慰労引当金

　中間連結財務諸表提出会社は役員

の退職慰労金の支出に備えるため、

役員退職慰労金内規に基づく中間連

結会計期間末要支給額を計上してお

ります。

⑤役員退職慰労引当金

同左

⑤役員退職慰労引当金

　連結財務諸表提出会社は役員の退

職慰労金の支出に備えるため、役員

退職慰労金内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の

計上基準

　法人税法の規定による延払条件付

取引についての損益は代金回収期限

到来の日をもって計上しております。

同左 同左

(5) 重要なリース取引の処

理方法

　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

同左 同左

(6) 重要なヘッジ会計の方

法

①ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。

①ヘッジ会計の方法

同左

①ヘッジ会計の方法

同左

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

　中間連結財務諸表提出会社は鉄鋼

商品の輸入および輸出による外貨建

予定取引の為替変動に対するヘッジ

として、為替予約取引を行っており

ます。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

　連結財務諸表提出会社は鉄鋼商品

の輸入および輸出による外貨建予定

取引の為替変動に対するヘッジとし

て、為替予約取引を行っております。

 ③ヘッジ方針

　社内規程に基づき、為替変動リス

クをヘッジする取引を行っておりま

す。

③ヘッジ方針

同左

③ヘッジ方針

同左

 ④ヘッジの有効性評価の方法

　当社のリスク管理方針に従って、

ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段

の相場変動を比較し、その変動額の

比率によって有効性を判断しており

ます。

④ヘッジの有効性評価の方法

同左

④ヘッジの有効性評価の方法

同左
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前中間連結会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

(7) その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税および地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預

金および容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。

同左 同左
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（役員賞与に関する会計基準）

　当中間連結会計期間より、「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準第４号　平成

17年11月29日）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益および税金

等調整前中間純利益は、それぞれ19百万円減

少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。

 ────── （役員賞与に関する会計基準）

　当連結会計年度より、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年

11月29日）を適用しております。

　これにより営業利益、経常利益および税金

等調整前当期純利益は、それぞれ37百万円減

少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。

 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

　当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準５号　平成17年12月９日）および「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用しておりま

す。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額

は38,114百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しております。

 
 ──────

 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準）

　当連結会計年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号　平成17年12月９日）および「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号　平成17年12月９日）を適用しておりま

す。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額

は39,223百万円であります。

　なお、当連結会計年度における連結貸借対

照表の純資産の部については、連結財務諸表

規則の改正に伴い、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間連結会計期間末
（平成19年９月30日）

前連結会計年度
（平成19年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、

4,437百万円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、

4,725百万円であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、

4,552百万円であります。

※２　担保に供している資産およびこれに対

する債務は次のとおりであります。

※２　担保に供している資産およびこれに対

する債務は次のとおりであります。

※２　担保に供している資産およびこれに対

する債務は次のとおりであります。

（イ）担保に供している資産 （イ）担保に供している資産 （イ）担保に供している資産

預金 112百万円

建物及び構築物 7百万円

土地 529百万円

投資有価証券 20百万円

　計 670百万円

預金 112百万円

建物及び構築物 6百万円

土地 529百万円

投資有価証券 20百万円

　計 669百万円

預金 112百万円

建物及び構築物 7百万円

土地 529百万円

投資有価証券 25百万円

　計 674百万円

（ロ）上記に対応する債務 （ロ）上記に対応する債務 （ロ）上記に対応する債務

支払手形及び買掛金 90百万円

短期借入金 390百万円

長期預り金 100百万円

　計 580百万円

支払手形及び買掛金 54百万円

短期借入金 390百万円

長期預り金 100百万円

　計 544百万円

支払手形及び買掛金 43百万円

短期借入金 591百万円

長期預り金 100百万円

　計 734百万円

　３　中間連結財務諸表提出会社は、運転資

金の効率的な調整を行うため取引銀行　

14行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく当中間連結会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

　３　中間連結財務諸表提出会社は、運転資

金の効率的な調整を行うため取引銀行　

14行と当座貸越契約を締結しております。

この契約に基づく当中間連結会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

　３　連結財務諸表提出会社は、運転資金の

効率的な調整を行うため取引銀行14行と

当座貸越契約を締結しております。この

契約に基づく当連結会計年度末の借入未

実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総

額
21,700百万円

借入実行残高 2,300百万円

　差引額 19,400百万円

当座貸越極度額の総

額
21,000百万円

借入実行残高 1,800百万円

　差引額 19,200百万円

当座貸越極度額の総

額
21,000百万円

借入実行残高 4,000百万円

　差引額 17,000百万円

　４　訴訟事件 　４　 　  　　────── 　４　 　  　　──────

　中間連結財務諸表提出会社（当社）は、

株式会社利根建設に対し、商品取引に対

する代金12百万円の支払を求める訴えを、

平成13年12月４日ならびに平成14年１月

17日大分地方裁判所に提訴いたしており

ましたが、これに対する反訴として株式

会社利根建設より、当社に対して当社が

納入した商品につき瑕疵があることを理

由に工事請負契約を施主との間で解除し

たとする損害賠償反訴請求（請求額 591

百万円）が平成14年３月12日大分地方裁

判所に提訴されました。当社といたしま

しては、納入した商品に瑕疵はなく不当

な反訴請求であるとして、係争してまい

りましたが平成17年４月25日に大分地方

裁判所より判決が言い渡され、当社の主

張がほぼ全面的に認められる判決となり

ました。しかし、株式会社利根建設側が

第一審判決を不服として、福岡高等裁判

所に控訴したことによって、現在、この

裁判は未確定となっております。

　       　　  

　５　 　  　　────── 　５　 　  　　────── 　５　受取手形裏書譲渡高  　　49百万円

※６　中間連結会計期間末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期間末日満期

手形が中間連結会計期間末残高に含まれ

ております。

※６　中間連結会計期間末日満期手形

　中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日であっ

たため、次の中間連結会計期間末日満期

手形が中間連結会計期間末残高に含まれ

ております。

※６　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理をしております。なお、当連結会計年

度末日が金融機関の休日であったため、

次の連結会計年度末日満期手形が連結会

計年度末残高に含まれております。

 

受取手形　   　　　1,731百万円 受取手形　           1,942百万円 受取手形　   　  　　2,084百万円
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主なものは次

のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主なものは次

のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費の主なものは次

のとおりであります。

運賃 685百万円

給料手当 562百万円

役員賞与引当金繰入

額

19百万円

賞与引当金繰入額 298百万円

役員退職慰労引当金

繰入額

14百万円

退職給付費用 34百万円

減価償却費 105百万円

運賃 718百万円

貸倒引当金繰入額 120百万円

給料手当 591百万円

役員賞与引当金繰入

額
18百万円

賞与引当金繰入額 308百万円

役員退職慰労引当金

繰入額

14百万円

退職給付費用 32百万円

減価償却費 143百万円

運賃 1,445百万円

貸倒引当金繰入額 1百万円

給料手当 1,401百万円

役員賞与引当金繰入

額

37百万円

賞与引当金繰入額 160百万円

役員退職慰労引当金

繰入額
28百万円

退職給付費用 69百万円

減価償却費 209百万円

※２　 　  　　────── ※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。

車両運搬具 0百万円

　計 0百万円

車両運搬具 0百万円

　計 0百万円

※３　 　  　　────── ※３　 　  　　────── ※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。

車両運搬具 3百万円

　計 3百万円

※４　減損損失の内訳は次のとおりでありま

す。

※４　 　  　　────── ※４　減損損失の内訳は次のとおりでありま

す。

　当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。

 　当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上しております。

場所 用途 種類

福岡支店
（福岡市東
区）

事業用事
務所およ
び鋼材倉
庫

土地

場所 用途 種類

福岡支店
（福岡市東
区）

事業用事
務所およ
び鋼材倉
庫

土地

　当社グループは、事業用資産について

は各事業所単位で、賃貸用不動産および

遊休資産については各物件単位で、グ

ルーピングしております。

　上記の福岡支店が移転することで、そ

の跡地について、将来の用途が定まって

いないことを鑑み、市場価格が著しく下

落している土地につき、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額1,055

百万円を減損損失として特別損失に計上

しております。

　なお、当資産グループの回収可能価額

は正味売却価額により測定し、不動産鑑

定評価額等から算出しております。

　当社グループは、事業用資産について

は各事業所単位で、賃貸用不動産および

遊休資産については各物件単位で、グ

ルーピングしております。

　上記の福岡支店が移転することで、そ

の跡地について、将来の用途が定まって

いないことを鑑み、市場価格が著しく下

落している土地につき、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額1,272

百万円を減損損失として特別損失に計上

しております。

　なお、当資産グループの回収可能価額

は正味売却価額により測定し、不動産鑑

定評価額等から算出しております。

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。

建物及び構築物 0百万円

その他（器具備品） 0百万円

　計 1百万円

建物及び構築物 2百万円

その他（運搬具及び

器具備品） 0百万円

　計 3百万円

建物及び構築物 0百万円

その他（運搬具） 0百万円

　計 1百万円

 (開示の省略）

 　 リース取引、有価証券、デリバティブ取引、ストック・オプション等に関する注記事項については、中間決算短信に

おける開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

 

鉄鋼・建材
商品販売事
業
（百万円）

工事請負事
業
（百万円）

不動産賃貸
等事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 50,002 8,621 361 58,986 － 58,986

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 18 18 △18 －

計 50,002 8,621 379 59,004 △18 58,986

営業費用 48,393 8,336 144 56,875 125 57,000

営業利益 1,608 285 234 2,128 △143 1,985

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主要な内容

　・鉄鋼・建材商品販売事業　　　当グループの主力商品である鉄鋼商品ならびに建材商品の販売に関する事業

　・工事請負事業　　　　　　　　建材商品の販売に伴う材料込み工事請負事業

　・不動産賃貸等事業　　　　　　当グループ保有の不動産の賃貸事業およびゴルフ練習場運営事業

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額およびその主な項目

　　　管理統括本部等所属人件費および役員報酬等　　　 125百万円

４．会計方針の変更（当中間連結会計期間）

「会計処理の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基

準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、

「消去又は全社」の営業費用は19百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

 

鉄鋼・建材
商品販売事
業
（百万円）

工事請負事
業
（百万円）

不動産賃貸
等事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1) 外部顧客に対する売上高 57,157 10,104 353 67,616 － 67,616

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 18 18 △18 －

計 57,157 10,104 371 67,634 △18 67,616

営業費用 55,385 9,859 153 65,397 109 65,506

営業利益 1,772 245 218 2,236 △127 2,109

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主要な内容

　・鉄鋼・建材商品販売事業　　　当グループの主力商品である鉄鋼商品ならびに建材商品の販売に関する事業

　・工事請負事業　　　　　　　　建材商品の販売に伴う材料込み工事請負事業

　・不動産賃貸等事業　　　　　　当グループ保有の不動産の賃貸事業およびゴルフ練習場運営事業

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額およびその主な項目

　　　管理統括本部等所属人件費および役員報酬等　　　 109百万円
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前連結会計年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

 

鉄鋼・建材
商品販売事
業
（百万円）

工事請負事
業
（百万円）

不動産賃貸
等事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 107,404 24,531 721 132,658 － 132,658

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － 36 36 △36 －

計 107,404 24,531 757 132,694 △36 132,658

営業費用 103,553 23,682 254 127,490 244 127,735

営業利益 3,851 849 503 5,204 △280 4,923

　（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業の主要な内容

　・鉄鋼・建材商品販売事業　　　当グループの主力商品である鉄鋼商品ならびに建材商品の販売に関する事業

　・工事請負事業　　　　　　　　建材商品の販売に伴う材料込み工事請負事業

　・不動産賃貸等事業　　　　　　当グループ保有の不動産の賃貸事業およびゴルフ練習場運営事業

３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の金額およびその主な項目

　　　管理統括本部等所属人件費および役員報酬等　　　 244百万円

ｂ．所在地別セグメント情報

　前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自　平成19年

４月１日　至　平成19年９月30日）および前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）に

おいて、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

　前中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自　平成19年

４月１日　至　平成19年９月30日）および前連結会計年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）に

おいて、海外売上高はいずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 1,877円33銭

１株当たり中間純利益 44円98銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益
44円94銭

１株当たり純資産額 1,976円04銭

１株当たり中間純利益 62円87銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益
62円70銭

１株当たり純資産額 1,939円55銭

１株当たり当期純利益   119円22銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益
   119円18銭

　（注）　１株当たり純資産額ならびに１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　　　　１．１株当たり純資産額

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(平成19年３月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計

額（百万円）
－ 39,986 39,226

普通株式に係る中間期末（期末）の

純資産額（百万円）
－ 39,986 39,226

連結貸借対照表の純資産の部の合計

額と１株当たり純資産額の算定に用

いられた普通株式に係る連結会計年

度末の純資産額との差額（百万円）

－ － －

普通株式の発行済株式数（千株） － 20,782 20,782

普通株式の自己株式数（千株） － 547 558

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた中間期末（期末）の普通株式の

数（千株）

－ 20,235 20,224
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　　　　２．１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

 
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益    

中間連結損益計算書上の中間（当期）

純利益（百万円）
913 1,271 2,416

普通株主に帰属しない金額

（百万円）
－ － －

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円）
913 1,271 2,416

期中平均株式数（千株） 20,300 20,231 20,268

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益
   

普通株式増加数（千株） 17 52 8

（うち新株予約権） (17) (52) (8)

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要
－

平成19年９月20日発行

2011年満期円貨建転換社

債型新株予約権付社債

 (額面金額 5,000百万円)

平成16年６月25日定時株

主総会決議ストックオプ

ション

（新株予約権　532千

個）

普通株式  　　532千株
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（重要な後発事象）

前中間連結会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前連結会計年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（自己株式の取得）

　親会社は、平成18年11月14日開催の

取締役会において、会社法第165条第

３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、下記

のとおり自己株式を取得することを決

議いたしました。

１．取得する株式の種類

　　　普通株式

２．取得する株式の総数

      200,000株（上限）

３．株式の取得価額の総額

　　　280百万円（上限）

４．自己株式買受けの日程

    　平成18年11月15日から

　　　平成18年12月28日まで

５．その他

上記による取得の結果、平成18年

11月30日現在当社普通株式84,300株

（取得価額111百万円）を取得いた

しました。

────── ──────

──────  (関係会社）

　親会社は、事業拡大のため平成19年

10月31日に三協則武鋼業株式会社の株

式を取得いたしました。

　今回の取得により、同社は関係会社

となります。

１．株式取得の概要

 ①　取得株式数        36,840株

　             (取得価額130百万円)

 ②　移動後の所有株式数40,578株

               （所有割合31.15%)

──────

 ２．当該会社の概要

 ①　称号　三協則武鋼業株式会社

 ②　事業内容　鋼板加工業

 ③　資本金　   87百万円

 ④　売上高　6,431百万円

 　　　　　（平成19年３月期）

 ⑤　当期純利益 67百万円

　　　 　　（平成19年３月期）

 ⑥　総資産　3,137百万円

　　　(平成19年３月31日現在）

 ⑦　株主資本　519百万円

　 　（平成19年３月31日現在）
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５．中間個別財務諸表
(1) 中間貸借対照表

  
前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金 ※２ 2,183   1,760   2,073   

２．受取手形 ※７ 22,635   25,926   25,895   

３．売掛金  20,661   23,392   26,726   

４．商品  7,083   11,207   8,197   

５．未着商品  128   4   －   

６．その他  2,351   2,870   1,185   

貸倒引当金  △212   △217   △194   

流動資産合計   54,830 73.5  64,943 74.2  63,884 75.7

Ⅱ　固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物 ※２ 3,833   5,666   3,729   

２．土地 ※２ 12,850   13,129   12,806   

３．その他  451   971   1,151   

有形固定資産合計  17,136   19,768   17,686   

(2) 無形固定資産  78   61   68   

(3) 投資その他の資産           

１．投資有価証券 ※２ 1,447   1,264   1,461   

２．その他  2,248   2,753   2,535   

貸倒引当金  △1,092   △1,303   △1,241   

投資その他の資産
合計

 2,603   2,715   2,755   

固定資産合計   19,818 26.5  22,544 25.8  20,510 24.3

資産合計   74,649 100.0  87,488 100.0  84,394 100.0

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金 ※２ 29,784   35,995   37,694   

２．短期借入金 ※２ 2,300   1,800   4,000   

３．未払法人税等  1,000   989   1,350   

４．未払事業所税  10   10   21   

５．役員賞与引当金  19   18   37   

６．賞与引当金  294   304   158   

７．その他 ※３ 2,743   3,094   1,596   

流動負債合計   36,151 48.4  42,212 48.2  44,858 53.1

Ⅱ　固定負債           

１．社債  －   5,024   －   

２．退職給付引当金  529   493   513   

３．役員退職慰労引当金  242   262   257   

４．長期預り金 ※２ 300   318   308   

固定負債合計   1,073 1.4  6,099 7.0  1,079 1.3

負債合計   37,225 49.9  48,312 55.2  45,937 54.4
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前中間会計期間末

（平成18年９月30日）
当中間会計期間末

（平成19年９月30日）
前事業年度の要約貸借対照表

（平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ　株主資本        

１　資本金  3,358 4.5 3,358 3.8  3,358 4.0

２　資本剰余金         

(1) 資本準備金 3,072 3,072 3,072  

(2) その他資本剰余金 － 4 －  

資本剰余金合計 3,072 4.1 3,077 3.5  3,072 3.6

３　利益剰余金         

(1) 利益準備金 366 366 366  

(2) その他利益剰余金     

固定資産圧縮積

立金
163 156 158  

別途積立金 27,500 29,000 27,500  

繰越利益剰余金 3,076 3,537 4,208  

利益剰余金合計  31,105 41.7 33,060 37.8  32,233 38.2

４　自己株式  △538 △0.7 △634 △0.7  △647 △0.7

株主資本合計  36,998 49.6 38,861 44.4  38,017 45.1

Ⅱ　評価・換算差額等         

１　その他有価証券評価
差額金

 416 0.5 314 0.4  437 0.5

２　繰延ヘッジ損益  8 0.0 1 0.0  2 0.0

評価・換算差額等合計  425 0.5 315 0.4  440 0.5

純資産合計  37,423 50.1 39,176 44.8  38,457 45.6

負債純資産合計  74,649 100.0 87,488 100.0  84,394 100.0
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(2) 中間損益計算書

  
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   58,999 100.0  67,553 100.0  132,548 100.0

Ⅱ　売上原価 ※５  54,787 92.9  62,958 93.2  123,361 93.1

売上総利益   4,211 7.1  4,595 6.8  9,187 6.9

Ⅲ　延払未実現利益調整           

延払売上利益戻入高  0 0 0.0 0 0 0.0 1 1 0.0

差引売上総利益   4,211 7.1  4,595 6.8  9,188 6.9

Ⅳ　販売費及び一般管理費 ※５  2,350 4.0  2,635 3.9  4,513 3.4

営業利益   1,861 3.1  1,959 2.9  4,674 3.5

Ⅴ　営業外収益 ※１  148 0.3  185 0.3  265 0.2

Ⅵ　営業外費用 ※２  9 0.0  64 0.1  27 0.0

経常利益   2,000 3.4  2,080 3.1  4,912 3.7

Ⅶ　特別利益 ※３  558 0.9  0 0.0  343 0.3

Ⅷ　特別損失 ※４  1,056 1.8  5 0.0  1,291 1.0

税引前中間（当
期）純利益

  1,502 2.5  2,075 3.1  3,964 3.0

法人税、住民税及
び事業税

 984   975   2,056   

法人税等調整額  △378 606 1.0 △131 844 1.3 △420 1,635 1.2

中間（当期）純利
益

  895 1.5  1,231 1.8  2,329 1.8
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(3）中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間（自平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日

残高　（百万円）
3,301 3,015 3,015 366 74 26,000 4,211 30,651 △538 36,430

中間会計期間中の

変動額

新株の発行 57 57 57       114

固定資産圧縮積

立金の積立て

（注）　　

    93  △93 －  －

固定資産圧縮積

立金の取崩し

（注）　　

    △5  5 －  －

別途積立金の積

立て（注）　　
     1,500 △1,500 －  －

剰余金の配当

（注） 
      △404 △404  △404

役員賞与（注)       △37 △37  △37

中間純利益　　       895 895  895

自己株式の取得         △0 △0

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

（純額)

          

中間会計期間中の

変動額合計

      （百万円）

57 57 57 － 88 1,500 △1,134 453 △0 567

平成18年９月30日

残高  （百万円）
3,358 3,072 3,072 366 163 27,500 3,076 31,105 △538 36,998

（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日

残高　（百万円）
555 － 555 1 36,986

中間会計期間中の

変動額

新株の発行     114

固定資産圧縮積

立金の積立て

（注）　　

    －

固定資産圧縮積

立金の取崩し

（注）　　

    －

別途積立金の積

立て（注）　　
    －

剰余金の配当

（注） 
    △404

役員賞与（注）     △37

中間純利益　　     895

自己株式の取得     △0

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

（純額)

△138 8 △129 △1 △131

中間会計期間中の

変動額合計

      （百万円）

△138 8 △129 △1 436

平成18年９月30日

残高  （百万円）
416 8 425 － 37,423
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当中間会計期間（自平成19年４月１日　至平成19年９月30日）

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日

残高　（百万円）
3,358 3,072 － 3,072 366 158 27,500 4,208 32,233 △647 38,017

中間会計期間中の

変動額

固定資産圧縮積

立金の取崩し
     △1  1 －  －

別途積立金の積

立て
      1,500 △1,500 －  －

剰余金の配当        △404 △404  △404

中間純利益　　        1,231 1,231  1,231

自己株式の取得         － △0 △0

自己株式の処分   4 4     － 12 17

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

（純額)

           

中間会計期間中の

変動額合計

      （百万円）

  4 4  △1 1,500 △671 827 12 844

平成19年９月30日

残高  （百万円）
3,358 3,072 4 3,077 366 156 29,000 3,537 33,060 △634 38,861
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評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日

残高  （百万円）
437 2 440 38,457

中間会計期間中の

変動額

固定資産圧縮積

立金の取崩し
  － －

別途積立金の積

立て
  － －

剰余金の配当   － △404

中間純利益　　   － 1,231

自己株式の取得   － △0

自己株式の処分   － 17

株主資本以外の

項目の中間会計

期間中の変動額

（純額)

△123 △1 △125 △125

中間会計期間中の

変動額合計

      （百万円）

△123 △1 △125 718

平成19年９月30日

残高  （百万円）
314 1 315 39,176
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

利益
剰余金
合計

固定資産
圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日

残高　（百万円）
3,301 3,015 3,015 366 74 26,000 4,211 30,651 △538 36,430

事業年度中の変動

額

新株の発行 57 57 57       114

固定資産圧縮積

立金の積立て

（注）　　

    93  △93 －  －

固定資産圧縮積

立金の取崩し

（注）　　

    △5  5 －  －

固定資産圧縮積

立金の取崩し　

　

    △4  4 －  －

別途積立金の積

立て　　
     1,500 △1,500 －  －

剰余金の配当

（注） 
      △404 △404  △404

剰余金の配当       △304 △304  △304

役員賞与（注）       △37 △37  △37

当期純利益　　       2,329 2,329  2,329

自己株式の取得         △111 △111

自己株式の処分       △1 △1 2 1

株主資本以外の

項目の事業年度

中の変動額（純

額)

          

事業年度中の変動

額合計（百万円）
57 57 57 － 84 1,500 △2 1,581 △109 1,586

平成19年３月31日

残高　（百万円）
3,358 3,072 3,072 366 158 27,500 4,208 32,233 △647 38,017

（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日

残高　 （百万円）
555 － 555 1 36,986

事業年度中の変動

額

新株の発行   －  114

固定資産圧縮積

立金の積立て

（注）　　

  －  －

固定資産圧縮積

立金の取崩し

（注）　　

  －  －

固定資産圧縮積

立金の取崩し　

　

  －  －

別途積立金の積

立て　　
  －  －

剰余金の配当

（注）
  －  △404

剰余金の配当   －  △304

役員賞与（注）   －  △37

当期純利益　　   －  2,329

自己株式の取得   －  △111

自己株式の処分   －  1

株主資本以外の

項目の事業年度

中の変動額（純

額)

△117 2 △114 △1 △116

事業年度中の変動

額合計（百万円）
△117 2 △114 △1 1,470

平成19年３月31日

残高  （百万円）
437 2 440 － 38,457

（注）　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方法 (1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券

 子会社株式

移動平均法による原価法

を採用しております。

子会社株式

同左

子会社株式

同左

 その他有価証券

時価のあるもの

　中間会計期間末日

の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額

は全部純資産直入法

により処理し、売却

原価は移動平均法に

より算定）を採用し

ております。

その他有価証券

時価のあるもの

同左

その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格

等に基づく時価法

（評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定）を採用しており

ます。

 時価のないもの

　移動平均法による

原価法を採用してお

ります。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

 (2)たな卸資産

商品

　移動平均法による原価

法を採用しております。

(2)たな卸資産

商品

同左

(2)たな卸資産

商品

同左

２．固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産

　定率法によっておりま

す。

　ただし、平成10年４

月１日以降取得した建物

（建物附属設備は除く）

については、定額法を採

用しております。

　なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

(1)有形固定資産

　定率法によっておりま

す。

　ただし、平成10年４

月１日以降取得した建物

（建物附属設備は除く）

については、定額法を採

用しております。

　なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

(1)有形固定資産

　定率法によっておりま

す。

　ただし、平成10年４

月１日以降取得した建物

（建物附属設備は除く）

については、定額法を採

用しております。

　なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

 建物　　　　31～47年

その他（構築物）

　　　　　　10～15年

その他（機械装置及び

運搬具）　　６～12年

その他（器具備品）

４～10年

建物　　　　31～47年

その他（構築物）

　　　　　　10～15年

その他（機械装置及び

運搬具）　　６～12年

その他（器具備品）

４～10年

建物　　　　31～47年

その他（構築物）

　　　　　　10～15年

その他（機械装置及び

運搬具）　　６～12年

その他（器具備品）

４～10年
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

 （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平

成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税

法に基づく減価償却の方

法に変更しております。

 これにより営業利益、

経常利益および税金等調

整前中間純利益は、それ

ぞれ７百万円減少してお

ります。

（追加情報） 

 法人税法改正に伴い、

平成19年３月31日以前

に取得した資産について

は、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の

５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘

価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上して

おります。

 これにより営業利益、

経常利益および税金等調

整前中間純利益がそれぞ

れ４百万円減少しており

ます。

 

 (2)無形固定資産

　定額法によっておりま

す。

　なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準に

よっております。

　また、自社利用のソフ

トウェアについては社内

における利用可能期間

（５年）に基づいており

ます。

(2)無形固定資産

同左

(2)無形固定資産

同左

 (3)長期前払費用

　定額法によっておりま

す。

　なお、償却期間につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準に

よっております。

(3)長期前払費用

同左

(3)長期前払費用

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権お

よび破産更生債権等につ

いては、財務内容評価法

によっております。

(1)貸倒引当金

同左

(1)貸倒引当金

同左

 (2)賞与引当金

　従業員の賞与の支給に

備えるため、賞与支給見

込額に基づき計上してお

ります。

(2)賞与引当金

同左

(2)賞与引当金

同左

(3)役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備え

て、当事業年度における

支給見込額の当中間会計

期間負担額を計上してお

ります。

(3)役員賞与引当金

同左

(3)役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備え

るため、支給見込額に基

づき計上しております。

 (4)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。

数理計算上の差異に

ついては、発生年度の翌

事業年度に一括費用処理

することとしております。

(4)退職給付引当金

　　　　同左

 

(4)退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年度

末における退職給付債務

および年金資産の見込額

に基づき計上しておりま

す。

数理計算上の差異に

ついては、発生年度の翌

事業年度に一括費用処理

することとしております。

 (5)役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金内規に基づく中

間期末要支給額を計上し

ております。

(5)役員退職慰労引当金

同左

(5)役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支

出に備えるため、役員退

職慰労金内規に基づく期

末要支給額を計上してお

ります。

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

５．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用

しております。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

(1)ヘッジ会計の方法

同左

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対

象

　鉄鋼商品の輸入および

輸出による外貨建予定取

引の為替変動に対する

ヘッジとして、為替予約

取引を行っております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

 (3)ヘッジ方針

　社内規程に基づき、為

替変動リスクをヘッジす

る取引を行っております。

(3)ヘッジ方針

同左

(3)ヘッジ方針

同左

 (4)ヘッジの有効性評価の

方法

　当社のリスク管理方針

に従って、ヘッジ対象の

相場変動とヘッジ手段の

相場変動を比較し、その

変動額の比率によって有

効性を判断しております。

(4)ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(4)ヘッジの有効性評価の

方法

同左

６．その他中間財務諸表（財務諸

表）作成のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式により処理して

おります。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

小野建㈱ 7414 平成 20 年 3 月期 中間決算短信

－ 39 －



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（役員賞与に関する会計基準）

　当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準第４

号　平成17年11月29日）を適用してお

ります。

　これにより営業利益、経常利益およ

び税引前中間純利益は、それぞれ19百

万円減少しております。

────── （役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準第４号　

平成17年11月29日）を適用しておりま

す。

　これにより営業利益、経常利益およ

び税引前当期純利益は、それぞれ37百

万円減少しております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号　平成17年

12月９日）および「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　平成17年12月９日）を適用してお

ります。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は37,414百万円であります。

　なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

　当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号　平成17年12月

９日）および「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号　

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。

　これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は38,454百万円であります。

　なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

前事業年度末
（平成19年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

 4,374百万円  4,652百万円     4,481百万円

※２　担保に供している資産およびこ

れに対応する債務は次のとおりで

あります。

(イ）担保に供している資産

※２　担保に供している資産およびこ

れに対応する債務は次のとおりで

あります。

(イ）担保に供している資産

※２　担保に供している資産およびこ

れに対応する債務は次のとおりで

あります。

(イ）担保に供している資産

預金 112百万円

建物 7百万円

土地 529百万円

投資有価証券 20百万円

計 670百万円

預金 112百万円

建物 6百万円

土地 529百万円

投資有価証券 20百万円

計 669百万円

預金 112百万円

建物 7百万円

土地 529百万円

投資有価証券 25百万円

計 674百万円

(ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務

買掛金 90百万円

短期借入金 390百万円

長期預り金 100百万円

計 580百万円

買掛金 54百万円

短期借入金 390百万円

長期預り金 100百万円

計 544百万円

買掛金 43百万円

短期借入金 591百万円

長期預り金 100百万円

計 734百万円

※３　消費税等の表示方法

　仮払消費税等および仮受消費税

等は、相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。

※３　  　　　同左

　

 ※３　　　　──────

　４　当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行14行と当座

貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

　４　当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行14行と当座

貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当中間会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりで

あります。

　４　当社は、運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行14行と当座

貸越契約を締結しております。こ

の契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は次のとおりであり

ます。

当座貸越極度

額の総額
21,700百万円

借入実行残高 2,300百万円

差引額 19,400百万円

当座貸越極度

額の総額
21,000百万円

借入実行残高 1,800百万円

差引額 19,200百万円

当座貸越極度

額の総額
21,000百万円

借入実行残高 4,000百万円

差引額 17,000百万円
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前中間会計期間末
（平成18年９月30日）

当中間会計期間末
（平成19年９月30日）

前事業年度末
（平成19年３月31日）

　５　訴訟事件

株式会社利根建設に対し、商品

取引に対する代金12百万円の支払

を求める訴えを、平成13年12月４

日ならびに平成14年１月17日大分

地方裁判所に提訴いたしておりま

したが、これに対する反訴として

株式会社利根建設より、当社に対

して当社が納入した商品につき瑕

疵があることを理由に工事請負契

約を施主との間で解除したとする

損害賠償反訴請求（請求額591百

万円）が平成14年３月12日大分地

方裁判所に提訴されました。当社

といたしましては、納入した商品

に瑕疵はなく不当な反訴請求であ

るとして、係争してまいりました

が、平成17年４月25日に大分地方

裁判所より判決が言い渡され、当

社の主張がほぼ全面的に認められ

る判決となりました。しかし、株

式会社利根建設側が第一審判決を

不服として、福岡高等裁判所に控

訴したことによって、現在、この

裁判は未確定となっております。

　　　    　──────　 　　　    　──────　

　６　 　 　────── 　６ 　 　　────── 　６　受取手形裏書譲渡高　49百万円

※７　中間期末日満期手形

　中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間会計

期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の中間期末日満期

手形が中間期末残高に含まれてお

ります。

※７　中間期末日満期手形

　中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理

しております。なお、当中間会計

期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の中間期末日満期

手形が中間期末残高に含まれてお

ります。

※７　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理は、

手形交換日をもって決済処理して

おります。なお、当期末日が金融

機関の休日であったため、次の期

末日満期手形が期末残高に含まれ

ております。

受取手形　     　1,699百万円 受取手形　       1,900百万円 受取手形　       2,039百万円
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目 ※１　営業外収益の主要項目

受取利息 1百万円 受取利息 2百万円 受取利息 2百万円

※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目 ※２　営業外費用の主要項目

支払利息 4百万円 支払利息 27百万円 支払利息 13百万円

※３　特別利益の主要項目 ※３　特別利益の主要項目 ※３　特別利益の主要項目

貸倒引当金戻

入
558百万円

固定資産売却

益 
0百万円

貸倒引当金戻

入
342百万円

※４　特別損失の主要項目 ※４　特別損失の主要項目 ※４　特別損失の主要項目

減損損失 1,055百万円

　当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループについて減

損損失を計上しております。

場所 用途 種類

福岡支店
（福岡市東
区）

事業用事
務所およ
び鋼材倉
庫

土地

　当社は、事業用資産については

各事業所単位で、賃貸用不動産お

よび遊休資産については各物件単

位で、グルーピングしておりま

す。

　上記の福岡支店が移転すること

で、その跡地について、将来の用

途が定まっていないことを鑑み、

市場価格が著しく下落している土

地につき、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額1,055

百万円を減損損失として特別損失

に計上しております。

　なお、当資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により測定

し、不動産鑑定評価額等から算出

しております。

固定資産除却

損 
3百万円

投資有価証券

評価損 
1百万円

減損損失 1,272百万円

　当事業年度において、当社は以

下の資産グループについて減損損

失を計上しております。

 

場所 用途 種類

福岡支店
（福岡市東
区）

事業用事
務所およ
び鋼材倉
庫

土地

　当社は、事業用資産については

各事業所単位で、賃貸用不動産お

よび遊休資産については各物件単

位で、グルーピングしておりま

す。

　上記の福岡支店が移転すること

で、その跡地について、将来の用

途が定まっていないことを鑑み、

市場価格が著しく下落している土

地につき、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額1,272

百万円を減損損失として特別損失

に計上しております。

　なお、当資産グループの回収可

能価額は正味売却価額により測定

し、不動産鑑定評価額等から算出

しております。

※５　減価償却実施額 ※５　減価償却実施額 ※５　減価償却実施額

有形固定資産 146百万円

無形固定資産 10百万円

有形固定資産 184百万円

無形固定資産 10百万円

有形固定資産 290百万円

無形固定資産 20百万円
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（１株当たり情報）

　中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（重要な後発事象）

前中間会計期間
（自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日）

当中間会計期間
（自　平成19年４月１日
至　平成19年９月30日）

前事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（自己株式の取得）

　当社は、平成18年11月14日開催の取

締役会において、会社法第165条第３

項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、下記の

とおり自己株式を取得することを決議

いたしました。

１．取得する株式の種類

　　　普通株式

２．取得する株式の総数

      200,000株（上限）

３．株式の取得価額の総額

　　　280百万円（上限）

４．自己株式買受けの日程

    　平成18年11月15日から

　　　平成18年12月28日まで

５．その他

上記による取得の結果、平成18年

11月30日現在当社普通株式84,300株

（取得価額111百万円）を取得いた

しました。

 　　　　＿＿＿＿＿＿＿  　　　　＿＿＿＿＿＿＿

──────  (関係会社）

　当社は、事業拡大のため平成19年10

月31日に三協則武鋼業株式会社の株式

を取得いたしました。

　今回の取得により、同社は関係会社

となります。

１．株式取得の概要

 ①　取得株式数      　  36,840株

　             (取得価額130百万円)

 ②　移動後の所有株式数　40,578株

               （所有割合31.15%)

──────

 ２．当該会社の概要

 ①　称号　三協則武鋼業株式会社

 ②　事業内容　鋼板加工業

 ③　資本金　   87百万円

 ④　売上高　6,431百万円

 　　　　　（平成19年３月期）

 ⑤　当期純利益 67百万円

　　　 　　（平成19年３月期）

 ⑥　総資産　3,137百万円

　　　(平成19年３月31日現在）

 ⑦　株主資本　519百万円

　 　（平成19年３月31日現在）
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６．その他
訴訟事件

　当社は、株式会社利根建設に対し、商品取引に対する代金12百万円の支払を求める訴えを、平成13年12月４日な

らびに平成14年１月17日大分地方裁判所に提訴いたしておりましたが、これに対する反訴として株式会社利根建設

より、当社に対して当社が納入した商品につき瑕疵があることを理由に工事請負契約を施主との間で解除したとす

る損害賠償反訴請求（請求額591百万円）が平成14年３月12日大分地方裁判所に提訴されました。

当社といたしましては、納入した商品に瑕疵はなく不当な反訴請求であるとして、係争してまいりましたが、平

成17年４月25日に大分地方裁判所より判決が言い渡され、当社の主張がほぼ全面的に認められる判決となりました。

しかし、株式会社利根建設側が第一審判決を不服として、福岡高等裁判所に控訴したことによって、現在、この裁

判は未確定となっております。
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